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第141回 日商簿記検定試験 １級 －原価計算－  解 説  

模範解答・予想配点・解説等は、学校法人高橋学園が独自の見解によって作成しており、検定試験実施機関における本試験の解答並びに出題の
意図を保証するものではありません。なお、予告なしにその内容を変更する場合がございます。ご理解いただいたうえで、ご利用ください。 

 

第１問 業務執行的意思決定（短期意思決定） 

問１ 製品１個当たりの貢献利益 

  解答するにあたって、Ｂ製品とＣ製品は、ともにＡ製品を材料としている点に留意していただきたい。 

 Ａ製品：1,000円/個(販売価格)－200円/個(直接材料費)－150円/個(変動加工費)－50円/個(変動販売費)＝600円 

 Ｂ製品：1,200円/個(販売価格)－350円/個(Ａ製品変動製造原価) 

－80円/個(直接材料費)－30円/個(変動加工費)－90円/個(変動販売費)＝650円  

 Ｃ製品：1,400円/個(販売価格) －350円/個(Ａ製品変動製造原価) 

－100円/個(直接材料費)－40円/個(変動加工費)－110円/個(変動販売費)＝800円  

 

問 2 文章の穴埋め 

  適切な解答を記入した文章は、次のようになる。解説を文章の次に示す。 

 

 

 

 

 

 ① 今年度にＡ製品を16,000個、Ｂ製品を4,000個製造・販売した場合の営業利益 

項 目 金  額 内   訳 

売 上 高 20,800,000円 
Ａ製品：16,000個(販売量)×1,000円/個(販売単価)＝16,000,000円 
Ｂ製品： 4,000個(販売量)×1,200円/個(販売単価)＝ 4,800,000円 

変 動 費 8,600,000円 
Ａ製品：16,000個(販売量)× 400円/個(変動費単価)＝ 6,400,000円 
Ｂ製品： 4,000個(販売量)× 550円/個(変動費単価)＝ 2,200,000円 

貢献利益 12,200,000円 
Ａ製品：16,000個(販売量)× 600円/個(貢献利益単価)＝9,600,000円 
Ｂ製品： 4,000個(販売量)× 650円/個(貢献利益単価)＝2,600,000円 

固 定 費 9,150,000円 
共通固定加工費：6,150,000円 
共通固定販管費：3,000,000円 

営業利益 3,050,000円 12,200,000円(貢献利益)－9,150,000円(固定費)＝3,050,000円 

※ 実際に計算する際は、貢献利益から下を求めるだけでよい（以下、売上高・変動費省略）。 

 

②～⑤ Ａ製品を15,000個、Ｃ製品を5,000個販売した場合の貢献利益および営業利益の増減額 

項 目 金  額 内   訳 

貢献利益 13,000,000円 
Ａ製品：15,000個(販売量)× 600円/個(貢献利益単価)＝9,000,000円 
Ｃ製品： 5,000個(販売量)× 800円/個(貢献利益単価)＝4,000,000円 

固 定 費 10,010,000円 
共通固定加工費：6,150,000円 
共通固定販管費：3,000,000円 
Ｃ製品個別固定費：   860,000円 

営業利益 2,990,000円 13,000,000円(貢献利益)－10,010,000円(固定費)＝2,990,000円 

・貢献利益増加額：13,000,000円(②～⑤の貢献利益)－12,200,000円(①の貢献利益)＝ 800,000円(増加) 

・営業利益増加額： 2,990,000円(②～⑤の営業利益)－ 3,050,000円(①の営業利益)＝△60,000円(減少) 

 

 今年度にＡ製品を16,000個、Ｂ製品を4,000個製造・販売した場合営業利益は（① 3,050,000）

円であり、Ａ製品のみを20,000個製造した場合のそれよりも増加する。一方、Ａ製品を15,000個、

Ｃ製品を5,000個製造・販売に切り替えた場合には今年度とくらべて、貢献利益は（② 800,000）

円（③ 増加）し、営業利益は（④ 60,000）円（⑤ 減少）すると予想される。 
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問3 Ａ製品・Ｂ製品の販売量を4：1の割合で製造・販売する場合の損益分岐点販売量 

   販売量を4：1の割合とする場合、Ａ製品4つとＢ製品1つのセット販売であると考える。したがって、

1セット当たりの貢献利益は次のように3,050円/セットと求められる。 

    Ａ製品…4個×600円/個(Ａ製品貢献利益)＝ 2,400円 

    Ｃ製品…1個×650円/個(Ｂ製品貢献利益)＝  650円 

                         3,050円 

① 1セット当たりの貢献利益をもとに、次のように損益分岐点の販売量を計算する。 

9,150,000円(固定費合計)÷3,050円/セット(1セット当たり貢献利益)＝3,000セット(損益分岐点販売量) 

 

② 解答は、各製品の損益分岐点における販売量を問うているため、次のように算定する。 

Ａ製品：3,000セット×4個(1セット当たりＡ製品販売量)＝12,000個(Ａ製品損益分岐点販売量) 

Ｂ製品：3,000セット×1個(1セット当たりＢ製品販売量)＝ 3,000個(Ｂ製品損益分岐点販売量) 

 

問4 Ａ製品・Ｃ製品の販売量を3：1の割合で製造・販売する場合の損益分岐点売上高 

   上記問3と同じように、1セット当たりの貢献利益を次のように求める。 

    Ａ製品…3個×600円/個(Ａ製品貢献利益)＝ 1,800円 

    Ｃ製品…1個×800円/個(Ｃ製品貢献利益)＝  800円 

                        2,600円 

① 1セット当たりの貢献利益をもとに、次のように損益分岐点の販売量を計算する。 

10,010,000円(固定費合計)÷2,600円/セット(1セット当たり貢献利益)＝3,850セット(損益分岐点販売量) 

 

② 各製品の損益分岐点における販売量を、次のように算定する。 

Ａ製品：3,850セット×3個(1セット当たりＡ製品販売量)＝11,550個(Ａ製品損益分岐点販売量) 

Ｃ製品：3,850セット×1個(1セット当たりＣ製品販売量)＝ 3,850個(Ｃ製品損益分岐点販売量) 

 

③ 解答は、各製品の損益分岐点における売上高を問うているため、次のように算定する。 

Ａ製品： 11,550個(Ａ製品損益分岐点販売量)×1,000円/個(Ａ製品販売単価)＝11,550,000円(Ａ製品損益分岐点売上高) 

Ｃ製品：  3,850個(Ｃ製品損益分岐点販売量)×1,400円/個(Ｃ製品販売単価)＝ 5,390,000円(Ｃ製品損益分岐点売上高) 

 

問5 Ｃ製品を5,000個製造・販売する場合のセグメント・マージン 

   セグメント・マージンは貢献利益から個別固定費を差し引いた製品貢献利益であると説明してあるた

め、次のように計算される。 

5,000個(販売数量)×800円/個(Ｃ製品貢献利益)－860,000円(個別固定費)＝3,140,000円(Ｃ製品セグメント・マージン) 
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問6 Ｃ製品を5,000個製造・販売する場合の損益分岐点に達するＡ製品の販売量 

   問5で想定した、Ｃ製品のみを5,000個製造・販売した場合の利益計算は次のようになる。 

項 目 金  額 内   訳 

貢献利益 4,000,000円 Ｃ製品： 5,000個(販売量)× 800円/個(貢献利益単価)＝4,000,000円 

固 定 費 10,010,000円 
共通固定加工費：6,150,000円 
共通固定販管費：3,000,000円 
Ｃ製品個別固定費：   860,000円 

営業利益 △6,010,000円 4,000,000円(貢献利益)－10,010,000円(固定費)＝6,010,000円 

   この損失6,010,000円をＡ製品の単位あたり貢献利益600円/個で埋めることを考えると、次のように

計算できる。 

6,010,000円(損失額)÷600円/個(Ａ製品貢献利益)＝10,016.6…個(Ａ製品による損失補填販売量) 

 

   この場合、切り捨ててしまうと損失が出るため、1個未満を切り上げなければならない。したがって、

Ａ製品をあと 10,017個製造・販売すれば損益分岐点に達する利益が獲得できることとなる。 

 

≪検算≫ 

項 目 金  額 内   訳 

貢献利益 10,010,200円 
Ａ製品：10,017個(販売量)× 600円/個(貢献利益単価)＝6,010,200円 
Ｃ製品： 5,000個(販売量)× 800円/個(貢献利益単価)＝4,000,000円 

固 定 費 10,010,000円 
共通固定加工費：6,150,000円 
共通固定販管費：3,000,000円 
Ｃ製品個別固定費：   860,000円 

営業利益 200円 10,010,200円(貢献利益)－10,010,000円(固定費)＝200円 
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第２問 事業部の業績測定 

  事業部（主に事業部長）の業績評価方法に関する基本的な論点である。与えられたデータから、隠され

たデータを推定し、解答しなければならない。適切な解答を記入した文章は、次のようになる。解説を文

章の次に示す。なお、解答しやすい順に解説するが、必ずしもその通りの手順になる必要はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 現行の管理可能投資利益率 

910万円(管理可能利益)÷7,000万円(管理可能投資額)×100％ ＝ 13％ 

① 資本コスト率 

910万円(管理可能利益)－7,000万円(管理可能投資額)× x％(資本コスト率)  ＝ 532万円(管理可能残余利益) 

  ⇒ xは 0.054となるため、資本コスト率は 5.4％であると推定できる。 

② 新規プロジェクトの予想利益率 

 a．まずは、新規プロジェクトの管理可能利益を、「現行事業部がこのプロジェクトを採用すると12.5％に

下がる」という記述をヒントにして、次のように計算する。 

｛910万円(現行事業部管理可能利益)＋ ｘ 万円(新規プロジェクト管理可能利益)｝ 

÷8,000万円(管理可能投資額合計) ＝ 12.5％(新規プロジェクト採用後事業部投資利益率) 

  ⇒ xは 90となるため、新規プロジェクト管理可能利益は90万円であると推定できる。 

 b．新規プロジェクトの投資利益率（予想利益率）を計算する。 

90万円(管理可能利益)÷1,000万円(管理可能投資額)×100％ ＝ 9％ 

④ 新規プロジェクト採用後の管理可能残余利益 

1,000万円(管理可能利益合計)－8,000万円(管理可能投資額合計)×5.4％(資本コスト率)  

＝ 568万円(新規プロジェクト採用後管理可能残余利益) 

⑤ 目標整合性確保の論理 

   全社的な視点に立ってみると利益を生み出すプロジェクトであるため採用すべきであるが、事業部長

にとっての業績評価指標を投資利益率に設定すると事業部長は自事業部の利益率を上げることに専念

してしまい、たとえ利益を生み出そうとも自事業部の利益率を下げる新規プロジェクトを採用しない可

能性があり、全社的な機会損失を招く恐れがある（この行動を部分最適化という）。 

   ゆえに、全社的な利益と整合するよう、比率よりも金額に事業部長の関心を向けさせる必要がでてき

たため、投資利益率に代えて、資本コストを上回る利益（＝残余利益）によって事業部長の業績を測定

することが望ましい。 

 

 経営指標に投資利益率と残余利益がある。前者は投資額に対する利益額の割合を示す比率であ

り、後者は資本コストを上回る利益額である。全社的な利害と事業の利害が対立しないという目

標整合性の理由から、この2つの指標が議論されることがある。たとえば、現在、管理可能投資

額が7,000万円、管理可能利益が910万円の事業部において、資本コスト率の（① 5.4）％を上

回る（② 9）％の予想利益率が確保できる1,000万円の新規投資プロジェクトは、全社的には採

用が望ましいのに、事業部業績に関心のある事業部長にとっては魅力がない。なぜならば、管理

可能投資利益率が現行の（③ 13）％から、12.5％に下がるからである。一方、管理可能残余利

益でもって事業部長の業績が測定されるならば、現行の532万円から（④ 568）万円に増加する

ので、事業部長はこの投資プロジェクトの採用に積極的になるであろう。ただし、この目標整合

性確保の論理には、事業部長の関心を（⑤ 比率よりも金額）に向けさせる意図がある。 


